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令和４年度官民研究開発投資拡大プログラム（ＰＲＩＳＭ） 

新 SBIR 制度加速事業実施方針 

令 和 ４年 ６月 ２３日 

ガバニングボード決定  

「官民研究開発投資拡大プログラム運用指針」（最終改定：令和４年４月１４日ガバニング

ボード決定）に基づき、令和４年度のＰＲＩＳＭ対象施策、配分額を次のとおり定める。 

システム改革型

新 SBIR 制度加速事業配分額：５４７,１０７千円 

対象施策 概要 府省庁名 配分額(千円) 

大学発新産業

創出プログラム

(START)プロジ

ェ ク ト 推 進 型

(SBIRフェーズ 1

支援） 

社会ニーズ・政策課題に基づく研究者向

けの研究開発課題をスタートアップ等に

適した形で設定する。フィージビリティ・ス

タディ段階から、幅広く支援を開始、ステ

ージゲートを通して、事業化・成長可能性

の高い研究開発シーズを選抜し、連続的

に支援を実施する。 

文部科学省 １９７,０３０ 

研究開発型スタ

ートアップ支援

事業（SBIR 推

進プログラム） 

社会ニーズ・政策課題に基づく企業向け

の研究開発課題をスタートアップ等に適し

た形で設定する。フィージビリティ・スタデ

ィ段階から、幅広く支援を開始、ステージ

ゲートを通して、事業化・成長可能性の高

い研究開発シーズを選抜し、連続的に支

援を実施する。 

経済産業省 ２４０,０７７ 

「知」の集積と

活用の場による

イノベーション

の創出のうちス

タートアップへ

の総合的支援 

スマート農業技術を活用したサービス事

業体の創出やフードテック等の分野で起

業を目指すスタートアップが行う、実行可

能性調査から試作品の作成、社会実証な

どの取組を、切れ目なく支援する。 

農林水産省 ５０,０００ 

交通運輸技術

開発推進制度

（SBIR 省庁連

携型） 

社会ニーズ・政策課題に基づき設定され

た交通運輸技術のポテンシャル維持・向

上に資するトピックを元にフェーズ１による

支援を受けた研究開発を、ステージゲート

を通して社会実装性などの観点から選抜

し、連続的に支援を実施する。 

国土交通省 ６０,０００ 
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